和歌山県サイクリングイベント等実施支援事業補助金交付要綱

　（趣旨）

第１　知事は、自立的かつ継続的な民間主体のサイクリングイベント等が県内各地で催される状況を創出することで、地域活性化を図ることを目的として、県内でサイクリングイベント等を実施する民間事業者等に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、和歌山県補助金等交付規則（昭和６２年和歌山県規則第２８号。以下「規則」という。）及びこの要綱に定めるところによる。

　（補助事業）

第２　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、県内で行う自転車を用いたイベント及びツアー（以下「イベント等」という。）とする。
  （補助対象者）

第３  補助金の交付の対象となる者は、補助事業完了後も継続してイベント等を実施する意思および能力を有していると認められる民間事業者及びNPO法人その他の団体（以下、「民間事業者等」という。）で、交付申請する年度の前々年度以前にこの補助金の交付を受けたことがないものとする。
　（補助対象経費等）

第４　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助率及び補助限度額は、別表に定めるとおりとする。
　（交付申請書の添付書類）
第５　規則第４条に規定する補助金等交付申請書に添付すべき書類は、次に掲げるとおりとする。

（１）　事業計画書（別記第１号様式）      

（２）　収支予算書（別記第２号様式）      

（３）　申請者概要書（別記第３号様式）

（４）　役員名簿（別記第４号様式）
（５）　その他知事が必要と認める書類

２　前項の補助金等交付申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助金額を補助対象経費で除して得た割合を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して申請しなければならない。ただし、交付申請時において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない場合は、この限りでない。

　（交付条件）

第６　規則第６条の規定により補助金の交付に際して付する条件は、次に掲げるとおりとする。

（１）補助事業を行う者は、次に掲げる事項のいずれかに該当する場合においては、あらかじめ知事の承認を受けること。

　ア　補助事業の内容の変更（知事が軽微であると認める変更を除く。）をしようとする場合

　イ　補助事業に要する経費の配分の変更（事業費の額の３０パーセント以下の増減を除く。）をしようとする場合

　ウ　補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合

（２）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならないこと。

（３）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならないこと。

（４）補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等の関係書類を整理し、並びに当該帳簿及び関係書類を補助金の交付を受けた日の属する年度の翌年度の４月１日から起算して５年間保管しなければならないこと。

（変更の承認）

第７　第６第１号ア又はイの規定により知事の承認を受けようとする場合は、和歌山県サイクリングイベント等実施支援事業変更承認申請書（別記第５号様式）に変更事業計画書（別記第１号様式）及び変更収支予算書（別記第２号様式）を添付して知事に提出しなければならない。ただし、補助金の変更交付を申請しようとする場合は、和歌山県サイクリングイベント等実施支援事業補助金変更交付申請書（別記第６号様式）に変更事業計画書（別記第１号様式）及び変更収支予算書（別記第２号様式）を添付して知事に提出するものとし、この場合は、変更承認申請書の提出を省略することができる。

２　第６第１号ウの規定により知事の承認を受けようとする場合は、和歌山県サイクリングイベント等実施支援事業中止（廃止）承認申請書（別記第７号様式）を知事に提出しなければならない。

　（実績報告書の添付書類等）

第８　規則第１３条に規定する補助事業等実績報告書に添付すべき書類は、次に掲げるとおりとする。

(１)　事業報告書（別記第８号様式）

(２)　収支決算書（別記第２号様式）

(３)　納品書、請求書及び領収書又はそれらに代わるものの写し

(４)　補助事業を実施した状況を明らかにしたカラー写真

(５)　前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める書類

２　前項の補助事業等実績報告書の提出期限は、補助事業が完了した日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付決定を受けた日の属する年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日とする。
３　第１項の補助事業等実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控除
税額がある場合には、これを減額して報告しなければならない。
４　第１項の補助事業等実績報告書を提出した後に、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、その金額（実績報告において第3項の規定により減じた額を上回る部分の金額）を和歌山県サイクリングイベント等実施支援事業補助金に係る消費税等仕入控除税額報告書（別記第９号様式）により速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。
　（財産処分の制限）

第９　規則第２０条ただし書に規定する知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間又はこれに準ずると認められる期間とする。

　（補助金交付決定前着手）

第１０　補助金の交付を申請している事業について、申請者が補助事業の効率的な実施を図るため緊急の必要がある場合その他やむを得ない事情により当該補助金の交付決定前に当該補助事業に着手する場合には、あらかじめ和歌山県サイクリングイベント等実施支援事業補助金交付決定前着手届（別記第１０号様式）を知事に提出しなければならない。
（補助金の概算払）

第１１　規則第１６条第２項の規定により、概算払により補助金の交付を受けようとする場合は、規則第１６条第1項に規定する補助金等交付請求書に補助金概算払理由書（別記第１１号様式）及び誓約書（別記第１２号様式）を添付して知事に提出しなければならない。

（その他）

第１２　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、知事が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

別表（第４関係）
	補助対象経費
	イベント等の実施に係る人件費、報償費、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料、原材料費、委託料、備品購入費、その他知事が必要と認める経費


	
	交付申請する年度の前年度以前にこの補助金の交付を受けたことがない民間事業者等
	交付申請する年度の前年度にこの補助金の交付を受けた民間事業者等

	補助率
	1/3以内
	1/4以内

	補助限度額
	次の各号より算出された額を各々比較して、最も少ない額とする。
（１）補助対象経費に1/3を乗じて得た額
（２）イベント等参加者数に4千円を乗じて得た額
（３）総事業費から当該補助事業に係る参加料等、物品等販売収入、寄附金、助成金その他の収入の額を減じて得た額
（４）一民間事業者等につき1,200千円。ただし、知事が特に必要と認めるイベント等を実施する民間事業者等にあっては4,000千円。
	次の各号より算出された額を各々比較して、最も少ない額とする。
（１）補助対象経費に1/4を乗じて得た額

（２）イベント等参加者数に3千円を乗じて得た額
（３）総事業費から当該補助事業に係る参加料等、物品等販売収入、寄附金、助成金その他の収入の額を減じて得た額
（４）一民間事業者等につき1,200千円。ただし、知事が特に必要と認めるイベント等を実施する民間事業者等にあっては4,000千円。


